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―雇用形態と性別による相違の検討―

A Study for Young Employees’ Resilience in Workplace: 
Investigation of Differences of Resilience Scale Scores by Sex and 

Employment Types.

戸梶　亜紀彦
Akihiko TOKAJI

1 ．問題

　若年社会人の早期離職、およびフリーターやニートの高止まりが問題として取り上げられてから久

しい。厚生労働省のホームページによれば、平成24年度 3月卒業者のうち、 3年後までに離職した者

の割合は、中学卒で65．3％、高校卒で40．0％、大学卒で32．3％となっており、高卒者ではその割合が

減少しているものの、相変わらず七五三現象（厚生労働省，2009; 内閣府，2006）の継続しているこ

とが示されている（Fig. 1 参照）。また、平成26年版子ども若者白書（内閣府，2014）によれば、15

～34歳までのフリーターの人数が平成20年に171万人となったが平成24年に180万人、平成25年には

182万人と増加傾向にあること、さらに、同じ年齢範囲で若年無業者数は平成20年に62万人、平成24
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Fig. 1  平成24年 3 月新規学卒者の離職状況
（厚生労働省 HP より引用）
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年に62万人、平成25年には59万人と多少の減少はあるものの、高止まりを続けていることが示されて

いる。

　厚生労働省や文部科学省をとおして、こうした問題に対して国が実施してきた対応策（例えば、厚

生労働省，2002、文部科学省，2009など）は、新入社員の職場適応促進や学生時代からのキャリア意

識の醸成にあると考えられる（戸梶，2014）。しかしながら、依然として同じ問題が長期化している

ことから、政府が行っている対策とは別の視点からの対策を考える必要があると考えられる。

　独立行政法人の労働政策研究・研修機構（2007）は、若年者が離職する理由を把握するため、過去

に離職経験のある再就職者およびハローワークに来所する求職者のうち、35歳未満の者を対象に調査

を行っている。それぞれ3，000名を超える回答者数（アルバイト・パート等の非正規社員も含む）の

データの結果から、再就職をした人の前職の離職理由（複数選択）で多かったものは「給与に不満」

（34．6％）、「仕事上のストレスが大きい」（31．7％）、「会社の将来性・安定性に期待が持てない」

（28．3％）、「労働時間が長い」（26．9％）であった。一方、求職者における前職の離職理由で多かった

ものは、「仕事上のストレスが大きい」（43．0％）、「給与に不満」（31．3％）、「労働時間が長い」

（29．9％）、「職場の人間関係がつらい」（27．9％）、「会社の将来性・安定性に期待が持てない」

（26．9％）であった。いずれも給与への不満が多いが、回答が複数選択方式であったことから、これ

は否定的事象と比較した際のそれに見合っていない報酬額の少なさという感情が反映された結果であ

ると考えられる。そのため、他に注目してみると仕事上のストレスや労働時間の長さ、人間関係の悪

さに耐えられないことが主な原因であると考えられる。しかしながら、仕事をしていくにあたって、

これら種々の否定的事象は多かれ少なかれ誰にでも付随してくることであろう。

　一般的に、何かに積極的に取り組み、且つそのことを継続的に行うためには動機づけを高めること

が必要とされている。心理学における動機づけ研究は主に学校での学習場面において行われてきた

が、仕事に対して持続的に従事していくことに関しても、当然のことながら重要となる要因の 1つで

あると考えられる。上述したような問題の背景にも、動機づけの要因が少なからず関与している可能

性がある。そこで筆者は、職場における体験を通じて動機づけを高めた体験について検討し、職場の

文脈での動機づけ向上のための方策について研究を行ってきた（例えば、戸梶2012，2014など）。その

中で、インタビューで得られた体験内容のコーディングと KJ法による分析結果から、職場での動機

づけを高める体験として、「パフォーマンスへの評価」「職務の自覚（個人レベル）」「職務の役割理解

（組織レベル）」「職務上での達成」「ソーシャル・サポート」といった 5つの原型となる体験内容を抽

出した（戸梶，2012）。さらに、これらの体験が多く指摘された時期と、入社後の一般的な職業発達

の時系列に沿った各段階（適応・仕事学習期、仕事習得期、仕事自律期）およびその各段階において

主に要求されると想定される職務内容とを結びつけ、職業発達と動機づけ向上体験をセットにしたモ

デルを提案し（戸梶，2012）、また、これら 5 つの要因について職場の文脈に適合させながらより詳

細な検討を加えて、社員への介入可能性について議論している（戸梶，2012，2014）。

　ところで、同じ職場で働いていても、先の調査（労働政策研究・研修機構，2007）で得られたよう
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な否定的事象に耐えることのできる人と耐えることのできない人がいる。また、戸梶（2014）におい

ても、ミスや失敗をとおして、それまでの仕事への姿勢を反省して今まで以上に頑張ろうとする者が

いる一方で、同じ状況で自信を失いやる気をなくしてしまう者も存在するという体験の捉え方に対す

る興味深い違いのあることが示唆された。これらの違いを生み出す要因には、本人の性格特性や認知

スタイルなどいくつかの可能性が考えられる。本研究では、その両者の要素を含んだ概念としてレジ

リエンスに着目した。

　レジリエンスとは、古くは精神疾患、貧困、トラウマなどにより発達やメンタルヘルスにおいて正

常な発達を阻害されたり精神保健上の問題を発現したりする者がいる中で、良好な社会適応を遂げる

者の生きる力を指す概念であった（庄司，2009）。その後、精神医学的な概念から他領域にも広がり

を見せ、いくつかの研究（例えば、平野，2010; 石毛・無藤，2005; Masten, Best, & Garmezy, 1990; 

長尾・芝崎・山崎，2008; 小塩・中谷・金子・長峰，2002など）においてもさまざまに定義されてい

るが、共通点としては、「困難な状況からの回復力や立ち直る力」を意味すると考えることができる。

　また、レジリエンスの測定尺度に関しては、対象が幼児（長尾ら，2008; 高辻，2002）、中学生（石

毛・無藤，2005）、大学生（平野，2010; 井隼・中村，2008; 小塩ら，2002; 齊藤・岡安，2010; 竹田・

山本，2013）であったり、家族（大山・野末，2013; 得津・日下，2006）、組織（Kikuchi & 

Yamaguchi, 2013）、看護師（平野・小越・加藤・森・捧，2012）、研修医（儀藤・井原・尾形・加藤，

2013）、糖尿病患者（村角・稲垣・多崎・井上，2013）などに特化されたりしており、さまざまな測

定尺度が作成されている。このことは、対象者の年齢や属性等によって、レジリエンスを問う文脈が

異なってくることを意味していると考えられる。

　そこで本研究では、職場におけるレジリエンスを「何らかの否定的な職場環境や職場での出来事に

もかかわらず、職務を全うすることができる力」と捉え、こうした力のある人とない人との違いにつ

いて検討し、レジリエンスを高めるための介入に向けた検討を行うヒントを得ることを目的とした。

まず、研究 1では、仕事上での困難に遭遇した体験についてインタビュー調査を行い、困難の克服に

至った理由や原因からレジリエンスに関連する要因について検討した。次に研究 2では、研究 1で見

出された要因とレジリエンス得点との関連、および雇用形態や性別などの属性によるレジリエンスの

程度の違いについて検討した。これらの結果から、レジリエンスを高めるための介入方法の可能性に

ついて論じる。

2 ．研究 1

　仕事上での困難に遭遇した体験についてインタビュー調査を行い、レジリエンスを高める要因につ

いて内容分析を通して検討した。
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2 - 1 ．方法
調査対象者　首都圏や近畿圏、および地方都市で勤務するアルバイト・パート社員以外の社会人で、

事前に調査の趣旨を説明して協力を依頼し、承諾を得ることのできた28名に対してインタビュー調査

を実施した。年齢は、21～55歳の範囲であった。

調査内容　仕事上での困難に遭遇した体験について、克服した場合または挫折した場合のいずれかの

内容について尋ねた。この時、レジリエントに対応できたかどうか、またなぜ対応できたと思うか／

できなかったと思うかが理解できるよう、思考や感情に関して詳細に尋ねた。なお、本論文では、前

者の克服した場合のみを扱うこととした。

手続き　インタビューは事前に先方に対して文書にて調査内容と共に依頼を行い、了承の得られた方

に対して、後日、予定の調整を行い、個別に聞き取りを実施した。このとき、回答を誘導しないよ

う、なるべく協力者が用いた表現や言葉を使用して質問を行うよう心がけた。また、中高年の方に

は、若い頃の出来事を思い出してもらうように依頼した。

2 - 2 ．結果および考察
　困難の克服体験とは、職務上での困難に直面しても、何らかの形でその困難を克服・対処できた体

験である。インタビュー調査によって得られた結果について、内容分析を行った。Tab. 1 にその結果

を示す。

Tab. 1 　職務上での困難を克服できた主な理由

周囲から何らかの支援があったため（ソーシャル・サポート）
すぐに成果が出なかったが、周囲が努力を認めてくれていたから（ソーシャル・サポート）
自分が何とかしようと頑張ったから（自尊感情）
この案件を絶対に何とかしたいという意地があったから（自尊感情）
現状を維持できていれば、何とかなると思っていたから（肯定的見通し）
諦めなければ現状を打開できると思っていたから（肯定的見通し）
仕事だから責任があるため（責任感）
仕事を任せてくれた上司の期待に応えたかったから（他者志向的動機）
養う家族がいるので、そこで頑張るしかなかったから（義務感）
負けたくないライバルがいるから（競争心）
とりあえず何とかなると思っていた。これまでもそうだったから（楽観性）

　まず、「周囲から何らかの支援があったため」「すぐに成果が出なかったが、周囲が努力を認めてく

れていたから」とは、困難な状況にあるときに、周囲の人からの直接的な支援（道具的サポート）、

励ましや激励（情緒的サポート）、有用な手がかりや情報の提供（情報的サポート）などがあり、こ

れらのお陰で直面していた困難な状況を克服・対処できたケースである。各種のサポートが、職務動
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機づけの維持・向上に寄与していることはこれまでの研究においても示されている（戸梶，2010）。

困難な状況下において、これらのサポートが行われることによって、事態が好転したり、気持ちが折

れずに動機づけを維持できたりするため、困難に対処できたと考えられる。ストレスへの対処におい

ても、ソーシャル・サポートが有効であることは多くの研究で示されている。サポートによる援助

は、他者によって実践しやすい事柄であるため、困難な状況にある者のレジリエンスを高める上では

有効な介入方法だと考えられる。

　次に、「自分が何とかしようと頑張ったから」「この案件を絶対に何とかしたいという意地があった

から」という内容は、いずれもレジリエンスが高い者の反応とされており、動機づけの強さと共に自

己の能力への自信の強さがうかがえる。レジリエンスと自尊感情の関係について検討した田中・兒玉

（2010）においても、両者には正の関連性が認められており、レジリエンスの高い人は自尊感情が高

いことが示されている。したがって、このような理由を挙げるのは元々自尊感情の高い人の特徴であ

ると考えられることから、レジリエンスが低い人への介入方法としてはこのままでは難しいと推察さ

れる。

　一方、「現状を維持できていれば、何とかなると思っていたから」「諦めなければ現状を打開できる

と思っていたから」に関しては、明確ではないものの、将来への肯定的な見通しを持っていたと考え

られ、その見通しが動機づけを維持していたいと考えられる。小塩ら（2002）のレジリエンスを測定

する尺度研究においても、「肯定的な未来志向」の因子が見出されており、本研究での将来的な見通

しに合致すると考えられる。これらの見通しは、何らかの明確な根拠があったからではなく、それま

での本人たちの経験と勘によることが多かった。たとえ、本人の感覚的に捉えた何かによってであっ

ても、希望を持ち続けることができれば粘りにつながり、良い結果と結びつくことがあるのではない

かと考えられる。若年社会人には、こうした判断の拠り所となるような経験はないため、経験豊かな

者からのアドバイスといった間接的な方法によって介入が可能になるかもしれない。

　次に、「仕事だから責任があるため」という理由は、社会人としての責任を自覚していることの表

れであると考えられ、責任感によって状況を打開しようという気持ちが動機づけを維持していたと考

えられる。仕事における責任感を自覚した体験を調査した研究（戸梶，2014）では、仕事でのミスに

よって周囲に迷惑をかけた体験、および仕事を任された体験（責任者になった体験を含む）が多く挙

げられていた。ミスによって仕事の重要さに気づいて責任を自覚する場合、気持ちを引き締めて動機

づけを高める者がいるが、そこで自分はダメだと動機づけを低下させてしまう者もいるため、後者で

は周囲のフォローも必要になると考えられる。一方、職務特性モデル（Hackman & Oldham, 1976）

から考えると、仕事を任された場合は、権限委譲と同様に仕事への自律性を高めることになるため、

人は責任感をもって仕事に臨むようになるとされる。ただし、近年の若年層は責任のかからない非正

規雇用を好む傾向もあるため、正規雇用のメリットを理解させ、責任をもって仕事に従事してもらえ

るよう時間をかけて育てる必要があるかもしれない。

　また、「仕事を任せてくれた上司の期待に応えたかったから」とは、他者の期待に応えるための動
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機によるものである。このような動機は、他者志向的動機と呼ばれ、真島（1995）は人の願いや期待

に応えることを自分に課して努力を続けることと定義している。自分のための努力は難しいが、人の

ためならば頑張ることができる、などといわれることがあるが、それはこの他者志向的動機に含まれ

る。この動機に関して、伊藤（2004，2012）は、他人のためは表面的で実は自分のためだとする因子

と他人のためでもあるし自分のためでもあるという併存的に捉える因子の存在を指摘している。さら

に、このような動機は、周りの人と強い相互作用で結ばれている日本的な文化背景により、身近な人

の期待を感じ取り、それを原動力にするという社会的傾向の影響が強いと指摘している（伊藤，

2004，2012）。幼い子どもが養育者との愛着を形成した後の躾においても、養育者の期待に添う方向に

行動形成を行おうとする傾向があることから、このような他者志向的動機はわれわれ日本人の本性的

なものとなっているのかもしれない。いずれにしても、周囲との関係性の強化を行うことで、他者志

向的動機が機能していく可能性が高いと考えられる。特に、戸梶（2013）では、上司や先輩との信頼

や尊敬を前提とした関係性による動機づけへの影響が強いことが示されている。このことから、若年

社会人と信頼を前提とした関係性を築き、その上で期待をかけていくことがレジリエンスを高めるに

あたって有効となると考えられる。

　一方、「養う家族がいるので、そこで頑張るしかなかった」という内容は、扶養していくために恒

常的な収入が必要となることから派生した義務感が動機づけを維持していると考えられる。これは守

るべき家族の存在が背後にあるために生じる義務感である。見方によっては他者志向的動機とも言え

なくもないが、上記に比べて義務的な要素が強いといえる。世の中には様々な家庭の事情を抱えてい

る人がいるため、このような理由で動機づけを維持している者も存在する。同じ状況を強要すること

はできないが、このように追い込まれた状況におかれたときに、それを背負ってレジリエンスを高め

ることがあると考えられる。

　次に、「負けたくないライバルがいるから」という内容は、競争心によってレジリエンスが高まる

ことを示唆している。スポーツの世界では、ライバルがお互いのレベルを高めるといわれている。仕

事の世界でも、同様の状況においてレジリエンスを高めることが可能となるかもしれないが、これら

は自尊感情の高さと関連していると推察される。レジリエンスが低く、敢えて競争を避ける傾向の者

もいるため、介入に用いる際には工夫が必要となろう。

　最後に、「とりあえず何とかなると思っていた。これまでもそうだったから」というのは、楽観性

に基づいた思考によって動機づけが維持されたと考えられる。楽観的な人は事態を重く受けとめない

ため、必要以上に悩むこともなく、普段どおりのパフォーマンスを行うことができるというメリット

があると考えられる。多くのレジリエンス研究においても、楽観性という因子が指摘されている（例

えば、石毛・無藤，2006）。楽観性は、常に良いこととは考えられないが、場合によってはレジリエ

ンスを高める働きがあるため、その応用を考える必要があるかもしれない。
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2 - 3 ．研究 1のまとめ
　本研究では、仕事における困難な状況を克服・対処した体験を取り上げ、なぜ、それができたかに

ついて検討を行い、合わせて介入可能性について考察した。高い自尊感情や競争心のように、誰にで

も活用できるものではない理由も指摘されたが、ソーシャル・サポートの有効性や肯定的見通しが持

てること、自分のためではなく他者のために頑張ろうとする他者志向的動機の存在、困難な状況を必

要以上に深刻に考えない楽観性など、いくつかの有用な要因も示された。レジリエンスを高める介入

方法として、特にサポートは外部からの働きかけが行いやすいため、実践的活用が期待される。ま

た、いずれの要因も認知処理のスタイルが関連しているという捉え方もできるであろう。職務上での

困難な状況においても、他のスタイルの認知処理を行うことができれば、同じ状況を違ったように評

価することもできる。このような心構えは、Dweck（2006）の主張するしなやかなマインドセットに

通じるものと考えられる。認知処理スタイルを変えるような介入についても今後検討する必要があろ

う。

3 ．研究 2

　研究 2では、雇用形態や性別に基づいて、研究 1で見出されたレジリエンスに関連する特徴やレジ

リエンス得点を比較検討し、相違点と共通点についての検討をとおして介入可能性について考察を

行った。

3 - 1 ．方法
調査対象者　18～34歳までの社会人のうち、某インターネット調査会社に登録をしている正社員、契

約社員、フルタイムのアルバイト・パート社員からそれぞれ男女50名ずつ、計300名をサンプリング

するよう依頼した。なお、対象者の年齢範囲の設定は、若年層の就労状況に関連する各省庁の白書類

の統計で使用されているものに合わせた。

調査項目　使用した調査項目は次のとおりであった。まず、調査対象者の選別を行うために属性項目

として、年齢、性別、雇用形態、勤務地などを尋ねた。また、レジリエンスの測定に関しては、上述

したように対象が幼児、中学生、大学生であったり、家族、組織、看護師、研修医、糖尿病患者など

であったりと、多岐にわたる領域でさまざまな測定尺度が作成されている。そのため、測定されてい

るレジリエンスの概念や質問内容の文脈が多様になってしまっている。そこで、本研究において想定

しているレジリエンスの概念に最も近いと考えられ、一般的なレジリエンスを測定できる精神的回復

力尺度（小塩ら，2002）を使用した。さらに、研究 1のインタビュー調査において得られたレジリエ

ンスに関連する可能性のある項目として責任感：「責任感が強い方だ」、プライベート重視度：「仕事
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よりもプライベートを大切にしている」、職場への愛着：「現在の職場に愛着を感じている」、義理・

人情：「義理・人情を大切にする方だ」、仕事の位置づけ：「仕事は生活のための手段だと考えてい

る」、負けん気：「負けん気が強い方だ」、割り切り：「基本的に物事は、なるようにしかならないと思

う」、仕事への自信：「仕事に対して自信を持っている」、期待への応答性：「まわりの期待に応えよう

とする方だ」の程度について尋ねた。なお、精神的回復力尺度およびレジリエンス関連項目へのあて

はまり具合に関しては、すべて 5件法（ 1：いいえ、 2：どちらかというといいえ、 3：どちらでも

ない、 4：どちらかというとはい、 5：はい）で回答してもらった。

調査手続き　調査は、調査会社に調査の趣旨と質問項目を事前に渡し、ネット上での画面デザインお

よび分岐の仕方について打ち合わせを行った。調査画面や動作について決定した後に、調査対象者の

属性および人数についての要望を伝え、調査会社の登録者に一斉送信で調査依頼が行われた。なお、

調査においては、属性を指定することで、条件に合致する者のみがサンプリングされて回答できるよ

うフィルターをかけ、回答者の選別が行われた。

3 - 2 ．結果および考察
属性について
　上述した手続きにより調査を行ったところ、調査対象者の年齢の分布は Tab. 2 のとおりであった。

男女で比較すると、男性の方が女性よりも平均して 1～ 2歳程度上であり、それほど大きな違いはみ

られなかった。また、雇用形態別にみても、 1歳程度の違いしかなく、ほぼ同等と見なして良いと考

えられた。これらのことから、以下の結果および考察においては、年齢差は意識せずに考えることと

した。

Tab. 2 　調査対象者の平均年齢と標準偏差

雇用形態 平均（歳） 標準偏差 人数

男性

正社員 27．7 3．29  50
契約社員 29．1 3．45  50
アルバイト・パート社員 29．0 3．40  50

合計 28．6 3．42 150

女性

正社員 26．5 2．89  50
契約社員 26．9 3．80  50
アルバイト・パート社員 27．3 3．80  50

合計 26．9 3．52 150

合計

正社員 27．1 3．13 100
契約社員 28．0 3．77 100
アルバイト・パート社員 28．2 3．69 100

合計 27．8 3．56 300
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　次に、今回の調査対象者における雇用形態ごとの最終学歴を Tab. 3 に示す。この結果から、正社

員であるほど大卒、大学院卒の割合が高く、アルバイト・パート社員であるほど、中卒、高卒の割合

が高くなる傾向のあることが示された。雇用状況は、学歴が高いほど正社員として働いている若者が

多い傾向にあるが、少数とはいえ、大学院卒であっても正規雇用になっていない者もいることがわか

る。概して、正社員であるほど学歴が高めであることを踏まえて、以下の分析結果について考察す

る。

Tab. 3 　雇用形態ごとの最終学歴

雇用形態
 最終学歴 中学卒 高校卒 専門学校卒 短大卒 大学卒 大学院卒 その他

正社員 0  8 11  2  61 18 0
契約社員 3 26  7 10  51  3 0
アルバイト・パート社員 5 32 19  7  33  2 2

合計 8 66 37 19 145 23 2

　また、若年社会人とはいえ、扶養家族の有無によって仕事に対する動機づけに違いがある可能性も

あるため、雇用形態ごとの扶養家族の有無に関して Tab. 4 に示した。昨今の晩婚化、非婚化の影響

もあるためか、扶養家族がある者は全体的に少ないことが示された。

Tab. 4 　雇用形態ごとの扶養家族の有無

雇用形態 いる いない

男性

正社員  7  43
契約社員  3  47
アルバイト・パート社員  0  50

合計 10 140

女性

正社員  5  45
契約社員  0  50
アルバイト・パート社員  4  46

合計  9 141

合計

正社員 12  88
契約社員  3  97
アルバイト・パート社員  4  96

合計 19 281

　これらの属性の特徴を踏まえ、以下の分析結果について検討していく。

精神的回復力尺度の因子構造について
　精神的回復力尺度の因子構造に関しては、大学生を対象として行われた小塩ら（2002）の研究にお

いて「新奇性追求」「感情調整」「肯定的な未来志向」という 3 因子が抽出されている。しかしなが
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ら、ここでは社会人を調査対象としているため、異なる構造が得られる可能性があることから改めて

因子分析を行うこととした。その結果を Tab. 5 に示す。因子抽出方法は最尤法を用い、軸の回転は

プロマックス法を用いて行ったところ、 4因子が抽出された。

　第 1 因子は、小塩ら（2002）において新奇性追求因子に含まれていた項目のうち、「私はいろいろ

なことを知りたいと思う」「新しいことや珍しいことが好きだ」といった好奇動機に関連する内容で

あったことから「好奇心旺盛」因子と命名した。第 2因子は、小塩ら（2002）において肯定的な未来

志向因子に含まれていた項目のうち、「自分の将来に希望をもっている」「将来の見通しは明るいと思

う」といった肯定的な未来を見据えている内容から構成されていたため「肯定的見通し」因子と解釈

した。第 3因子は、小塩ら（2002）において新奇性追求因子および感情調整因子に含まれていた項目

から抽出されており、「新しいことをやり始めるのはめんどうだ」「その日の気分によって行動が左右

されやすい」といった感情に流されやすい傾向を示す項目が集まっていたため「感情優位傾向」因子

Tab. 5 　精神的回復力尺度の因子分析結果（最尤法・プロマックス回転）

質問項目
第 1因子 第 2因子 第 3因子 第 4因子

「好奇心旺盛」因子
私はいろいろなことを知りたいと思う（新奇性追求）※  0．847 ‒0．150 ‒0．169  0．142 
新しいことや珍しいことが好きだ（新奇性追求）  0．805  0．009 ‒0．087  0．086 
ものごとに対する興味や関心が強い方だ（新奇性追求）  0．795  0．024  0．042  0．025 
いろいろなことにチャレンジすることが好きだ（新奇性追求）  0．631  0．098  0．156  0．006 

「肯定的見通し」因子
自分の将来に希望をもっている（肯定的な未来志向）  0．022  0．920 ‒0．008 ‒0．061 
将来の見通しは明るいと思う（肯定的な未来志向） ‒0．150  0．884 ‒0．047  0．140 
自分の未来にはきっといいことがあると思う（肯定的な未来志向） ‒0．002  0．824 ‒0．005  0．113 
自分には将来の目標がある（肯定的な未来志向）  0．301  0．557  0．019 ‒0．136 

「感情優位傾向」因子
新しいことをやり始めるのはめんどうだ（新奇性追求）  0．223  0．017  0．763 ‒0．275 
慣れないことをするのは好きではない（新奇性追求） ‒0．009  0．026  0．704  0．030 
その日の気分によって行動が左右されやすい（感情調整） ‒0．143 ‒0．061  0．680  0．078 
つらい出来事があると耐えられない（感情調整） ‒0．061 ‒0．033  0．646  0．275 
あきっぽい方だと思う（感情調整） ‒0．021  0．030  0．577 ‒0．079 
気分転換がうまくできない方だ（感情調整） ‒0．087 ‒0．066  0．453  0．266 

「セルフ・コントロール」因子
動揺しても、自分を落ち着かせることができる（感情調整）  0．106  0．094  0．028  0．777 
自分の感情をコントロールできる方だ（感情調整）  0．137  0．021  0．065  0．688 

分散の説明率（％） 32．658 17．575  9．914  8．437

因子間相関　　　　　第 1因子 第 2因子 第 3因子
第 2因子  0．527
第 3 因子  0．161  0．269
第 4 因子  0．196  0．349  0．170 

※括弧内は小塩ら（2002）で得られた因子を構成していたことを示す。
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と名づけた。第 4 因子は、小塩ら（2002）では感情調整因子に含まれていた 2 項目のうち、「動揺し

ても、自分を落ち着かせることができる」「自分の感情をコントロールできる方だ」といった感情の

統制を示す内容であったことから「セルフ・コントロール」因子とした。

　大学生のサンプルによる小塩ら（2002）の研究と比較すると、第 1および第 2因子に関してはほぼ

同様の因子が抽出された。それに対し、若年社会人のサンプルでは感情調整因子が感情優位傾向因子

とセルフ・コントロール因子とに分かれる形となった。さらに、これらの因子間には有意な相関が認

められなかった（r＝ .170, n.s.）ことから、独立していると考えられる。これは、社会人としての意

識から、感情に流される傾向と感情を統制する傾向とが明確に分離しているためではないかと考えら

れる。すなわち、学生時代とは異なり、自身の感情に流されて行動しているようでは仕事は勤まらな

いという社会人としての職務意識の変化によるものではないかと推察される。感情優位傾向は逆転項

目であることから、レジリエンスを低めることに寄与していることが示されたといえる。

属性の違いによるレジリエンスの相違について
　まず、精神的回復力尺度の合計得点を算出し、属性の違いによってレジリエンスの高さに違いがあ

るのかについて検討するため、雇用形態（ 3：正社員、契約社員、アルバイト・パート社員）×性別

（ 2：男性、女性）の 2要因分散分析を行った。各属性における平均値と標準偏差は Tab. 6 に示す。

分析の結果、精神的回復力尺度の合計得点に関しては、雇用形態の主効果にのみ有意な差が認められ

た（F（2，294）＝10．644, p＜.001）。多重比較（以下すべて Bonferroni法による）の結果、正社員の

レジリエンスは契約社員（p＜.10）、アルバイト・パート社員（p＜.001）よりも高く、また、契約社

員のレジリエンスはアルバイト・パート社員（p＜.05）よりも高いことが示された。個人的な事情か

ら積極的に正社員以外の雇用形態を選択している者もいると考えられるが、全体として考えると、本

調査の結果からは雇用形態の安定度が低下するほどレジリエンスが低くなっており、そのことが正社

員として持続的に務めることを困難にしている可能性が示唆される。また、最終学歴が正社員である

ほど高めであったことからも、雇用形態が不安定化するほどレジリエンスが低下してしまう傾向にあ

ることが支持されるであろう。

　なお、年齢とレジリエンス合計得点との間には、全体および男女別のいずれにおいても有意な相関

は認められなかった（全体：r＝ .021, n.s.、男性：r＝ .026, n.s.、女性：r＝ .032, n.s.）ため、レジリ

エンスの高低と年齢とは無関係であると考えられる。

　次に、因子分析の結果にしたがって各因子を下位尺度として尺度得点を算出し、これを従属変数と

して同様の 2 要因分散分析を行った。各属性における平均値と標準偏差は Tab. 6 のとおりである。

分析の結果、好奇心旺盛因子では、雇用形態の主効果に有意差が認められ（F（2，294）＝4．108, p

＜.05）、多重比較の結果、正社員と契約社員はアルバイト・パート社員よりも有意に得点の高いこと

が示された（ps＜.05）。肯定的見通し因子では、性別と雇用形態の主効果に有意差が認められ、男性

の方が女性よりも低く（p＜.05）、また多重比較の結果からアルバイト・パート社員は正社員（p
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＜.001）と契約社員（p＜.05）よりも有意に得点の低いことが示された。感情優位傾向因子では、雇

用形態の主効果に有意差が認められ（F（2，294）＝4．681, p＜.01）、多重比較の結果、正社員が契約

社員およびアルバイト・パート社員よりも有意に低いことが示された。セルフ・コントロール因子で

は、雇用形態の主効果に有意差が認められ（F（2，294）＝7．929, p＜.001）、多重比較の結果から正社

員が契約社員およびアルバイト・パート社員よりも有意に得点の高いことが示された（ps＜.01）。

　これら下位尺度の分析結果から、正社員は好奇心旺盛で、セルフ・コントロールができる傾向があ

るのに対し、アルバイト・パート社員は肯定的見通しが弱く、感情優位になってしまう傾向のあるこ

とが示唆される。これらの傾向は、職務上での困難に遭遇した際に、安定性の高い雇用形態であるほ

ど切り抜けて行く力を持っており、雇用が不安定になるほど感情に流されやすく、挫けてしまいやす

い特徴を持つことを示していると考えられる。推測ではあるが、正社員として就労を続けられなかっ

た者が契約社員、さらにはアルバイト・パート社員へと移行してしまう可能性や、レジリエンスが低

いがために不安定な雇用形態でいる可能性も考えられる。一方、性別では、男性の方が女性よりも肯

定的な見通しを持っておらず、現実の厳しさをより強く感じていることが示唆された。この傾向は雇

用形態の違いによらないものであるため、社会において男性の方が競争に晒されている環境が色濃く

残っているためか、将来への不確定感が強くなっているのではないかと推察される。

レジリエンス関連項目の相対的な違いについて
　研究 1で実施したインタビュー調査において得られたレジリエンス関連項目に関しても、属性の違

いによってその程度に違いがあるのかについて検討するため、雇用形態（ 3：正社員、契約社員、ア

ルバイト・パート社員）×性別（ 2：男性、女性）の 2 要因分散分析を行った。各属性における平均

Tab. 6 　精神的回復力尺度の合計得点および各下位尺度得点の平均値と標準偏差※

雇用形態＼因子 合計得点 好奇心旺盛 肯定的見通し 感情優位傾向
セルフ・ 
コントロール

男性

正社員 67．5（11．64） 13．5（3．22） 12．7（3．12） 18．2（4．61）  7．0（1．76）
契約社員 64．6（10．61） 14．0（3．22） 11．9（4．17） 19．4（4．17）  5．9（1．99）
アルバイト・パート社員 58．0（10．48） 12．5（3．22）  9．4（3．66） 20．3（3．33）  5．7（1．64）

合計 63．4（11．55） 13．4（3．26） 11．3（3．92） 19．3（4．14）  6．2（1．88）

女性

正社員 67．3（11．84） 13．8（3．76） 13．0（3．40） 18．6（4．24）  6．5（1．49）
契約社員 63．2（12．69） 13．4（2．84） 11．9（4．14） 20．3（4．43）  5．9（2．01）
アルバイト・パート社員 61．8（11．06） 12．5（3．50） 11．6（3．23） 19．8（4．23）  5．9（1．85）

合計 64．1（12．03） 13．3（3．41） 12．2（3．64） 19．6（4．33）  6．1（1．81）

合計

正社員 67．4（11．68） 13．7（3．49） 12．9（3．25） 18．4（4．41）  6．7（1．64）
契約社員 63．9（11．66） 13．7（3．04） 11．9（4．14） 19．8（4．31）  5．9（1．99）
アルバイト・パート社員 59．9（10．89） 12．5（3．35） 10．5（3．61） 20．4（3．80）  5．8（1．75）

合計 63．7（11．78） 13．3（3．33） 11．8（3．80） 19．4（4．23）  6．2（1．84）

※数値は、平均値（標準偏差）を示す。
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値と標準偏差は Tab. 7 のとおりである。分析の結果、責任感における雇用形態の主効果（F（2，294）

＝3．177, p＜.05）において有意差が認められ、多重比較の結果、契約社員がアルバイト・パート社員

よりも責任感の強い傾向がうかがわれた。義理・人情に関しては、交互作用に有意差が認められ（F

（2，294）＝3．056, p＜.05）、単純主効果の検定の結果、正社員においては男性が女性よりも高い傾向が

あり、アルバイト・パート社員では女性が男性よりも高い傾向が認められた。また、男性では正社員

がアルバイト・パート社員よりも高い傾向が認められた。負けん気に関しては性別の主効果が有意と

なり（F（1，294）＝5．517, p＜.05）、女性の方が有意に高いことが示された。仕事への自信に関して

Tab. 7 　レジリエンス関連項目の平均値と標準偏差※

雇用形態＼因子 責任感
プライベート
重視度

職場への愛着 義理・人情
仕事の
位置づけ

男性

正社員 3．3（0．77） 3．5（0．81） 3．2（0．96） 3．5（0．81） 3．7（0．87）
契約社員 3．4（1．05） 3．5（1．09） 3．1（1．10） 3．5（1．05） 3．6（1．23）
アルバイト・パート社員 3．0（0．92） 3．4（0．88） 2．8（0．98） 3．1（0．88） 3．5（0．97）

合計 3．3（0．93） 3．5（0．93） 3．0（1．02） 3．4（0．93） 3．6（1．03）

女性

正社員 3．5（0．91） 3．3（1．06） 3．1（1．03） 3．2（0．98） 3．5（0．86）
契約社員 3．5（0．89） 3．5（1．09） 3．1（1．11） 3．3（0．89） 3．7（0．87）
アルバイト・パート社員 3．3（0．98） 3．7（1．07） 3．2（0．98） 3．4（0．83） 3．8（0．82）

合計 3．4（0．92） 3．5（1．08） 3．2（1．04） 3．3（0．90） 3．6（0．85）

合計

正社員 3．4（0．84） 3．4（0．94） 3．2（0．99） 3．3（0．91） 3．6（0．87）
契約社員 3．5（0．97） 3．5（1．09） 3．1（1．10） 3．4（0．97） 3．6（1．06）
アルバイト・パート社員 3．2（0．96） 3．6（0．99） 3．0（1．00） 3．2（0．86） 3．7（0．90）

合計 3．3（0．93） 3．5（1．01） 3．1（1．03） 3．3（0．92） 3．6（0．94）

雇用形態＼因子 負けん気 割り切り 仕事への自信
期待への
応答性

男性

正社員 3．2（0．99） 3．4（0．86） 3．1（0．87） 3．4（0．81）
契約社員 3．1（1．07） 3．4（1．11） 3．2（1．02） 3．5（0．86）
アルバイト・パート社員 2．9（0．76） 3．5（0．93） 2．7（1．02） 3．1（0．90）

合計 3．1（0．95） 3．4（0．97） 3．0（0．99） 3．3（0．86）

女性

正社員 3．4（1．05） 3．4（0．78） 3．1（0．86） 3．4（0．88）
契約社員 3．4（0．76） 3．6（0．73） 2．9（0．93） 3．7（0．75）
アルバイト・パート社員 3．2（0．93） 3．3（0．85） 2．9（0．91） 3．5（0．84）

合計 3．3（0．92） 3．4（0．79） 3．0（0．90） 3．5（0．83）

合計

正社員 3．3（1．02） 3．4（0．82） 3．1（0．86） 3．4（0．84）
契約社員 3．3（0．93） 3．5（0．94） 3．1（0．98） 3．6（0．81）
アルバイト・パート社員 3．1（0．86） 3．4（0．89） 2．8（0．96） 3．3（0．89）

合計 3．2（0．94） 3．4（0．89） 3．0（0．95） 3．4（0．85）

※数値は、平均値（標準偏差）を示す。
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は雇用形態の主効果に有意差が認められ（F（2，294）＝3．158, p＜.05）、多重比較の結果、正社員の

方がアルバイト・パート社員よりも高い傾向が示された。期待への応答性に関しては性別の主効果に

有意差が認められ（F（1，294）＝3．967, p＜.05）、女性の方が有意に高いことが示された。

　以上の結果から、責任感に関しては、アルバイト・パート社員がやや低めの傾向が示されたことか

ら、権限が少ない雇用形態の特徴を反映していると考えられる。プライベート重視度は全般的に高め

であり、職場への愛着もそれほど強く感じていないことが若年社会人の共通認識となっていることが

示唆された。義理・人情については、正社員では男性が女性よりも高い傾向にあるが、アルバイト・

パート社員では女性の方が男性よりも高い傾向にあり、逆転していたことからアルバイト・パート社

員として働いている者では女性の方が男性よりも義理堅いことが示唆された。このことは、期待への

応答性において、女性の方が高いこととも一致すると考えられる。すなわち、職場で必要とされるこ

とでその期待に応えようとすることに通じると考えられる。仕事の位置づけに関しては差がなく、全

般的に生活の手段として見なしていると考えられる。負けん気に関しては女性の方が高いことから、

女性の方が精神的に強い可能性が示唆された。割り切りに関しても全般的に高めであり、困難に直面

してもあまり深く抱え込まない傾向がうかがわれる。仕事への自信は正社員がアルバイト・パート社

員よりも高く、仕事において多くのことを任されるため、仕事のスキルが高まっていくことの反映で

あると推察される。

　概して、若年社会人は、仕事は生活のための手段と考える傾向にあり、プライベートを大切にしな

がら仕事をし、その中でも正社員は仕事のスキルを高めていることが示唆される。それに対し、アル

バイト・パート社員は従来では全般的にモチベーションが低いとされてきたが、本研究結果からは、

それは男性の場合のみであり、むしろ女性の場合は義理・人情を大切にし、期待に応えようとし、さ

らに負けん気も強く、頑張って仕事をしていることが示唆された。非正規雇用が増加傾向にある中

で、女性のアルバイト・パート社員の企業での活用は、今後の重要事項となると考えられる。一方

で、男性のアルバイト・パート社員は結果的にレジリエンスが最も低いと考えられ、今後の若年者の

就労の問題においては、彼らの動機づけ向上が大きな課題となっていくと考えられる。

レジリエンスを規定する要因の相違について
　レジリエンスを規定する要因について検討するため、精神的回復力尺度の合計得点を従属変数と

し、各レジリエンス関連項目を独立変数とした重回帰分析を行った。なお、分析を進めるにあたって

は、各独立変数の有意性と多重共線性に留意しつつ、最も説明率の高くなるモデルを採用した。その

結果を Tab. 8 に示す。

　正社員のうち男性では、仕事を生活の手段だとは考えず、仕事に自信を持ち、周囲からの期待に応

えようとする者ほどレジリエンスが高いことが示された。一方、女性正社員では、周囲からの期待に

応えようとする点では男性と同様であったが、仕事よりもプライベートを重視しつつ、義理・人情を

大切にし、物事はなるようにしかならないとは思っていない人ほどレジリエンスが高いことが見出さ
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れた。契約社員のうち男性では、仕事に対して自信を持っている者ほどレジリエンスが高いことがわ

かった。また、女性の方では、責任感が強く、義理・人情を大切にし、物事はなるようにしかならな

いとは思っていない人ほどレジリエンスが高いことが示された。アルバイト・パート社員では、男性

は仕事に自信を持ち、周囲からの期待に応えようとする者ほどレジリエンスが高く、女性では現在の

職場に愛着を持っておらず、義理・人情は大切にし、物事はなるようにしかならないとは思っておら

ず、仕事に対して自信を持っている者ほどレジリエンスが高いことが示された。

　これらの結果から、雇用形態の違い以上に性別による特徴のあることがわかる。男性では、仕事へ

の自信を持っていることがすべての雇用形態に共通してレジリエンスが高いことに寄与しているこ

と、また、周囲からの期待に応えようとする姿勢が正社員とアルバイト・パート社員において寄与し

ていることが見出された。このことから、男性では仕事への自信を持てるような機会を与えること、

また、周囲からの期待への応答性を高める働きかけがレジリエンスを高めるために必要な事柄である

と考えられる。一方、女性では、義理・人情を大切にすること、および物事をなるようにしかならな

いとは思っていないことがすべての雇用形態においてレジリエンスが高いことに寄与していた。この

ことから、女性では周囲との人間関係において心情的な点を重視した関係性を築くことが重要となる

と考えられ、さらに、困難に対して奮闘努力することは決して無駄ではないと思えるような体験させ

ることが求められると考えられる。

　雇用形態の観点からみると、正社員では周囲からの期待に応えようとする姿勢が男女に共通してレ

ジリエンスの高いことと有意であった。このことから、正社員に関しては継続勤務がなされている中

で周囲との人間関係が形成されて行き、こうした期待をもたれるようになってくると考えられるた

め、それに応えることができる者ほどレジリエンスが高まると考えられる。こうした周囲との関係性

は自然とできあがってくるようにも思われるが、それができない正社員とは期待に応える能力がない

Tab. 8 　精神的回復力尺度を従属変数とした重回帰分析の結果※

雇用形態＼
因子

責任感
プライ
ベート
重視度

職場への
愛着

義理・
人情

仕事の
位置づけ

割り切り
仕事への
自信

期待への
応答性

調整済み
R 2

男性

正社員 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒0．327＊＊ ‒ 0．290＊ 0．331＊ 0．217

契約社員 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 0．448＊＊＊ ‒ 0．184

アルバイト・
パート社員

‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 0．373＊＊ 0．347＊＊ 0．318

女性

正社員 ‒  0．355＊＊ ‒ 0．331＊ ‒ ‒0．314＊ ‒ 0．327＊ 0．337

契約社員  0．362＊＊ ‒ ‒ 0．503＊＊＊ ‒ ‒0．254＊ ‒ ‒ 0．353

アルバイト・
パート社員

‒ ‒ ‒0．335＊ 0．272† ‒ ‒0．479＊ 0．296† ‒ 0．172

注：「負けん気」はすべてにおいて有意でなかったため省略した。 ※数値は標準偏回帰係数を示す。
＊＊＊ : p＜.001, ＊＊ : p＜.01, ＊ : p＜.05, † : p＜.10
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のか、期待が強いプレッシャーになってしまうのかなどの可能性が考えられる。そのため、必要とな

る職業能力を身につけるような社内外の研修などに参加させたり、期待がプレッシャーにならないよ

うな配慮をしたりするなどして、育成していく必要があろう。契約社員では、男女で共通点は認めら

れなかったことから、性別に基づいた対応が必要となると考えられる。契約社員は期間限定であるこ

とが多く、そのため正社員のように時間をかけて育成することが困難である。また、男女において契

約社員として働く理由が異なる可能性が高いこともレジリエンスを高める要因が異なる結果となった

とも考えられる。アルバイト・パート社員に関しては、男女ともに仕事に対して自信を持っているこ

とがレジリエンスを高めることに結びついていた。そのため、職務上での成功体験を積ませることで

自己効力感を高めるなどの工夫が求められると考えられる。

4 ．まとめと今後の課題

　本研究は、職場において何らかの否定的な職場環境や職場での出来事があるにもかかわらず、職務

を全うすることができる力としてレジリエンスの概念を援用し、雇用形態や性別による違いを検討

し、レジリエンスを高めるための介入に向けた検討を行うヒントを得ることを目的として行われた。

研究 1では、仕事上での困難に遭遇した体験についてインタビュー調査を行い、困難の克服に至った

理由や原因からレジリエンスに関連する要因について検討した。研究 2では、研究 1で見出された要

因と精神的回復力尺度によって測定されたレジリエンス得点との関連、および雇用形態や性別などの

属性によるレジリエンスの違いについて検討した。これらの結果に基づき、ここではレジリエンスを

高めるための介入方法の可能性について論じる。

　まず、職場での困難を克服する際に必要とされた要因は、ソーシャル・サポート、自尊感情、肯定

的見通し、責任感、他者志向的動機、義務感、競争心、楽観性であった。これらの特徴のうちのいず

れかが機能すれば、困難な状況に遭遇しても立ち直ることが可能になると考えられることから、個人

特性は別として、職場でのサポート体制や意識改革などを行っていくことが必要となるであろう。こ

の中で、サポートや他者志向的動機に関しては、良好な人間関係の形成が必要となろう。また、失敗

を厳しく咎めるような組織では、肯定的見通しや楽観性は持ちにくくなるため、致命的なことでなけ

ればある程度は許容できることが望ましいと考えられる。さらに、オンとオフの切り替えを重視する

ことでメリハリをつけていくことで責任感や義務感なども醸成されていくようになると考えられる。

ただし、これらは全般的な傾向であるため、現場においては対象となる個々人のパーソナリティの特

徴に合わせた働きかけが必要になると考えられる。

　一方、因子分析の結果から、レジリエンスは感情調整ができない人ほど低くなることが示された。

就職して学生から社会人へと必然的に環境の変化を伴うため、学生とは異なる社会人としての意識を
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注：本研究は、独立行政法人日本学術振興会の科学研究費補助金（基盤研究（C）『職場におけるレジリエンス
向上策の検討とその実践的応用について』課題番号 25380852）の助成を受けて行われた。

持てるよう早めに新人教育をしていく必要性があると考えられる。また、雇用の安定度とレジリエン

スの高さが比例する関係になっていたことから、正社員となれなかった若者のサポートが特に必要と

なるといえる。そのためには、現実的には困難かもしれないが、正社員が身につける職業能力に近い

能力を身につけることができるような機会を契約社員やアルバイト・パート社員にも提供していくこ

とが求められるであろう。また、下位尺度における雇用形態による違いから、不安定な雇用形態の者

ほどセルフ・コントロールを高め、感情優位な傾向を抑えるよう精神的な成長が必要であるといえ

る。

　レジリエンス関連項目からは、全般的に仕事よりもプライベートを重視する傾向があり、職場への

愛着もそれほど強くないことが示されたため、そういった特徴が若年社会人に共通しているという認

識を受け入れ組織は持っておく必要があり、そのことを前提に新人教育をしていくことが必要となる

であろう。特筆すべきは、女性の方が男性よりも精神的に強い面があり、特にアルバイト・パート社

員では女性は男性と比較して高い意識で仕事をしている可能性が示唆された。そのため、女性のアル

バイト・パート社員に対する処遇について一定の見直しを行うといった工夫が求められるであろう。

企業も人件費削減のために非正規雇用を増やしているが、女性のアルバイト・パート社員の活用方法

の改善が重要になると推察される。

　レジリエンスを規定する要因の検討からは、雇用形態よりも性別による違いが顕著であることが見

出された。男性社員では、仕事に対する自信を持たせること、および周囲からの期待に応えようとす

る気持ちがレジリエンスを高めていることから、良好な人間関係と結果に対する評価やフィードバッ

クが重要になると考えられる。一方、女性社員では、義理・人情を大切にし、努力すれば何とかなる

という思いがあるほどレジリエンスが高くなることから、やはり情緒的な結びつきのある人間関係を

形成し、日々の働きへのフィードバックをしていくことが重要だと考えられる。

　以上のような属性による違いを意識しつつ、求められる対応をすることで離職に対する対応結果が

改善していくと考えられる。そして、これらの根幹となるのは、やはり相互信頼をベースとした人間

関係の形成になるのではないかと考えられる。

　本研究では、雇用形態と性別によるレジリエンスの程度の相違と規定要因の違いから、若年社会人

のレジリエンス向上のための介入方法の可能性について検討を行った。これらは、集約情報による調

査研究の結果であるため、個別の対応時には適合しないこともあろう。しかしながら、若年社会人の

属性の違いによる特徴の一部を示せたことは意義があるといえる。今後は、別の側面からの検討も行

い、若年社会人の育成のためのより適切な介入方法について検討していくことが必要となろう。
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【Abstract】

A Study for Young Employees’ Resilience in Workplace: 
Investigation of Differences of Resilience Scale Scores by Sex and 

Employment Types.

Akihiko TOKAJI

　In Japan, the social problem of young people easily leaving their jobs and not becoming 

regular employees is still unresolved. The government has taken action to cope with this 

situation; however, it is not enough to solve the problem. One of the reasons is considered to 

be that the government’s policies to resolve the issue miss the point. The viewpoint of the 

government has been to focus on making newcomers smoothly adjust themselves to the 

workplace. However, this has not led to a solution of the problem, because it is impossible for 

people to work hard if they have no motivation to do so. Accordingly, a serious of studies 

focused on work motivation have been carried out. One result of these showed that when 

young people are confronted with work-related difficulties, some are motivated to cope with 

and overcome them, whereas others lose their motivation. These differences may relate to 

degree of resilience.

　This study aimed to find a way of inter vention to enhance one’s resilience in the 

workplace. In study 1 , participants were interviewed about difficulties at their work and the 

reasons why they could overcome them. In study 2 , relations between factors found in 

study 1  and resilience scale scores, and differences of resilience scale scores by sex and 

employment types are investigated. On the basis of these results, possible ways of enhancing 

resilience in workplace are discussed.


